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IAEA の査察が実施されている原子力施設に於いて、ウランやプルトニウムなどの核物質を核兵器

製造（以下「転用」という）に用いるための可能性について考えて見ましょう。 

原子力施設では、核物質の受入、払出

及び実在庫量の確認(棚卸し)等に係る測

定及び管理（以下「計量管理」という）

を事業者実施し、IAEA は、その計量管

理について検証します。また、計量管理

結果を月単位で IAEA に報告します。 

IAEA の査察検証を逃れて核物質を転

用されそうな方法として、以下が考えら

れます。 

①核物質の受入量を過少申告、または、

一部を申告しないで転用。 

②一部を抜き取って実在庫量を過少申告して転用。 

③廃棄物に紛れ込ませて転用。 

④測定器の誤差(測定誤差)を利用して

在庫差（棚卸し時における帳簿在庫と

実在庫の差）、または施設間の受払間

差異と主張して転用。 

⑤核物質に変えて鉄等の物質を入れ重

量合わせし、核物質を抜き取り転用。 

 

こうした考えられる転用の可能性に対

して、IAEA の査察検証が実施されますが、

その内容を紹介する前に、IAEA 保障措置に

おける厳格な核物質の計量管理の要件を以

下に紹介します。 

①核物質は、取扱単位(例：容器)でバッチ

符号（固有名）を付けて管理する。これ

により、IAEA は、当該核物質の施設間(国

際間)移動をトレースする事が出来ると

ともに施設間の測定値の違いを、把握す

ることが可能。 

②当事国と IAEAとの間で締結している補

図-1 原子力施設における計量管理の概念 

図-2 測定誤差の概念 

図-3 受払間差異（SRD）の概念 



助取極の総論編により、半年単位で核物質の受払計画等報告書を IAEA に提出し、核物質の受払

に対する IAEA の査察を実施することが可能。 

③実在庫量の確認(棚卸し)は、約 1 回／年実施。この時、全ての核物質は、IAEA の査察検証が出

来ること。従って、実在庫量の確認に際し、工程内のクリーンアウトを行い、配管やタンク等の

付着等を無くすとともに核物質を適切に測定出来る場所に移動し、実在庫量の確認を実施。 

⑤プルトニウムや高濃縮ウランは、実在庫量の確認に加えて、工程中の物質を含め在庫量の検証（中

間在庫量の検認）を実施。 

⑥受入、払出、在庫及び廃棄物中の核物質を含め、核物質の形状毎にどのような測定（容量、密度、

重量等）及び分析を用いて計量管理を実施するのか？測定及び分析手法毎の推定される測定誤差

（系統誤差と偶発誤差）について、機器の校正方法と頻度、使用する標準試料及び基準機器の種

類と管理、測定に係る品質管理の手法及び誤差評価の手順等について、設計情報の一部として

IAEA に提供。 

⑦IAEA は、測定・分析等に係る国際指針を定め、核物質の性状に応じて最適な測定等を実施する

ための測定・分析手法の推奨とそれぞれの測定誤差（系統誤差、偶発誤差）の目標値を定めてい

る。これにより、精度管理を含め適切な計量管理を実施。 

⑧容量、重量、密度及び分析等のソースデータからウラン量、プルトニウム量及びそれぞれの核分

裂性物質量を求める計算式についても設計情報の一部として IAEA に提供。 

 

原子力施設にける核物質の計量管理は、安全管理及び臨界管理等の施設の運転管理の観点からも厳

格な核物質の計量管理が求められますが、これに加えて、平和利用を立証するために、IAEA の保障

措置に於いて要求される核物質の計量管理は、さらに厳格性が要求されます。そして、事業者が実

施する厳格な核物質の計量管理に対して、IAEA による査察検証（帳簿検査や査察機器による測定）

が実施されるのです。 

ウランやプルトニウム等の核物質は、強い放射線を出します。一般の方は、「放射線即危険」と思

われるでしょう。しかし、IAEA の査察検証に於いては、核物質から出る放射線の種類やエネルギー

は、核物質の種類や量及び組成を容易に検証することを可能とし、核物質を査察の目から逃れて核

兵器等への転用を防ぐことが出来るのです。即ち、核物質から出る放射線は、厳格な査察を実施す

る上での「鍵」となるのです。次回その詳細について紹介します。 

 


